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教育費は県予算の四分の一

○○○○教育費教育費教育費教育費のうちのうちのうちのうち県教育委員会県教育委員会県教育委員会県教育委員会のののの予算予算予算予算 ２２２２，，，，００４００４００４００４億円億円億円億円
・・・・人件費人件費人件費人件費（（（（小中高教職員小中高教職員小中高教職員小中高教職員、、、、県立施設職員県立施設職員県立施設職員県立施設職員）））） １１１１，，，，８１１８１１８１１８１１億円億円億円億円（（（（９０９０９０９０％）％）％）％）

■■■■県予算県予算県予算県予算にににに占占占占めるめるめるめる最大最大最大最大のののの費目費目費目費目はははは教育費教育費教育費教育費。。。。

■■■■教育費教育費教育費教育費のののの大半大半大半大半がががが教職員給与教職員給与教職員給与教職員給与。。。。

学学学学びのびのびのびの現状現状現状現状

（H21年度当初予算）

（資料：県政だよりH21.4月号）
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生徒の進路
平成平成平成平成19年年年年3月卒業者月卒業者月卒業者月卒業者のののの状況状況状況状況

（資料：県立高等学校将来構想審議会）

学学学学びのびのびのびの現状現状現状現状
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全国との比較

■全国学力・学習状況調査（公立、産経新聞より）

小学校 H21年度39位 ←H20年度34位 ←H19年度36位
中学校 H21年度21位 ←H20年度29位 ←H19年度41位

■大学等進学率（H21.3高卒、学校基本調査より）

宮城県 33位 46.1% ＜ 全国 53.9%

■高卒者の就職内定率（H20.3卒、厚生労働省資料より）

宮城県 全国ワースト5位 95.4%

■高卒就職者の離職率（H16.3卒 就職後３年以内の通算値）

宮城県 50.8% （全国 49.4%）

七五三現象七五三現象七五三現象七五三現象 ～～～～ 就職後就職後就職後就職後３３３３年以内年以内年以内年以内のののの離職率離職率離職率離職率 中卒中卒中卒中卒7割割割割、、、、高卒高卒高卒高卒5割割割割、、、、大卒大卒大卒大卒3割割割割

学学学学びのびのびのびの現状現状現状現状
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中学校卒業者の推移

（単位：百人）

H12.3卒 H17.3卒 H22.3卒 H27.3卒 H32.3卒 H32-H12

100 81 69 62 54

26 21 18 16 14 ▲ 12
100 85 83 81 74

174 148 144 141 129 ▲ 45
100 77 67 63 57

30 23 20 19 17 ▲ 13
100 73 55 55 45

11 8 6 6 5 ▲ 6
100 77 62 54 54

13 10 8 7 7 ▲ 6
100 79 76 69 59

29 23 22 20 17 ▲ 12
100 85 77 62 54

13 11 10 8 7 ▲ 6
100 82 77 73 66

296 244 228 217 196 ▲ 100

南部

中部

大崎

栗原

登米

石巻

本吉

計

今後今後今後今後10年年年年 ▲▲▲▲３２３２３２３２百人百人百人百人今後今後今後今後10年年年年 ▲▲▲▲３２３２３２３２百人百人百人百人過去過去過去過去10年年年年 ▲▲▲▲６８６８６８６８百人百人百人百人過去過去過去過去10年年年年 ▲▲▲▲６８６８６８６８百人百人百人百人

（資料：県立高等学校将来構想審議会）

学学学学びのびのびのびの現状現状現状現状
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県内の厳しい経済概況
■■■■有効求人倍率有効求人倍率有効求人倍率有効求人倍率（（（（H21.7月月月月）））） 0.39倍倍倍倍（（（（全国全国全国全国26位位位位）））） ・・・・・・・・・・・・1965年以来年以来年以来年以来のののの最低水準最低水準最低水準最低水準

県内概況県内概況県内概況県内概況
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（資料：みやぎ経済月報2009.8 宮城県統計課）
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巨額の県債(借金)残高と高い経常収支比率

○経常収支比率は、県税や地方交付税などの経常的一般財源のうち、人件費や公債費など
義務的性格の経常経費に充てられた割合。率が低いほど財政構造に弾力性があり健全とされる。

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

県債残高 13,054 13,166 13,345 13,526 13,653 13,861 13,928

経常収支比率 90.7 91.6 90.5 93.8 94.4 93.6 96.5
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財政状況財政状況財政状況財政状況

H20見込

94.0
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経常収支比率

県債残高
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財源調整機能を持つ基金の枯渇
財政状況財政状況財政状況財政状況

○平成２０年度までは確定額、平成２１年度からは見込額。

○基金残高は、財政調整基金、県債管理基金、地域整備推進基金、国際化基金整備推進基金の
　 ４つの基金の合計額で、その年度の積立額を含む。

H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度

基金残高 302 167 140 137 67 117 22
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類似団体との比較

平成１９年度普通会計決算をもとに，財政力指数０．５以上１．０未満の１７府県との比較 （宮城県０．５３）

～宮城県，茨城県，栃木県，群馬県，埼玉県，千葉県，神奈川県，岐阜県，静岡県，三重県，滋賀県，京都府，大阪府，兵庫県，岡山県，広島県，福岡県

■■■■７項目中，６項目でグループ平均を下回る

・・・・給与水準給与水準給与水準給与水準ははははグループグループグループグループ内内内内でででで最最最最もももも高高高高いいいい →→→→給与構造改革給与構造改革給与構造改革給与構造改革のののの導入遅導入遅導入遅導入遅れれれれ，，，，他県他県他県他県がががが給与給与給与給与カットカットカットカットでででで先行先行先行先行

・・・・定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度がががが低低低低いいいい →→→→国体国体国体国体(H13)，Ｗ，Ｗ，Ｗ，Ｗ杯杯杯杯ｻｯｶｰｻｯｶｰｻｯｶｰｻｯｶｰ(H14)対応対応対応対応のためのためのためのため職員削減職員削減職員削減職員削減をををを抑制抑制抑制抑制

（人口一人当たり地方債残高 約６０万円）

（実質公債費比率 １６．６％）

（人口十万人当たり職員数 １，２１５人）
（ラスパイレス指数１０２．９）

（人口一人当たり決算額 １２．４万円）

（経常収支比率 ９６．５％）

（財政力指数 ０．５３）

財政状況財政状況財政状況財政状況
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給与水準 ラスパイﾚス指数

＜宮城県内の状況 H20.4.1現在 ＞

100～ 県103.0（全国3位） ▲5.5%後 97～98?

仙台市102.7

95～100 7市町 （塩竃96.3 名取95.7）

90～ 95  22市町村

（岩沼94.9 利府・七ヶ浜94.2 多賀城93.8 富谷92.2

松島91.9 大和91.1 山元90.9 亘理・大衡90.1）

～ 90 6町 （大郷87.4）

10

平均給料月額を 国＝100とした場合の自治体の比率

（出典：平成２０年度地方公務員給与実態調査 総務省／宮城県）

財政状況財政状況財政状況財政状況
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国と地方 歳入と歳出のアンバランス
地方財源地方財源地方財源地方財源
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地方交付税の削減による格差拡大

税税税税

収収収収

等等等等

交交交交
付付付付
税税税税
なななな
しししし

■三位一体改革三位一体改革三位一体改革三位一体改革（（（（H16H16H16H16～～～～18181818年年年年））））によるによるによるによる地方一般財源地方一般財源地方一般財源地方一般財源のののの巨額巨額巨額巨額のののの削減削減削減削減
削減削減削減削減 ～～～～地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税 5.15.15.15.1兆円兆円兆円兆円、、、、国補助金国補助金国補助金国補助金4.74.74.74.7兆円兆円兆円兆円
増加増加増加増加 ～～～～税源移譲税源移譲税源移譲税源移譲 3333兆円兆円兆円兆円

■■■■交付税交付税交付税交付税のののの交付団体交付団体交付団体交付団体はははは一般財源一般財源一般財源一般財源がががが激減激減激減激減しししし不交付団体不交付団体不交付団体不交付団体とのとのとのとの格差格差格差格差がががが拡大拡大拡大拡大

■三位一体改革三位一体改革三位一体改革三位一体改革（（（（H16H16H16H16～～～～18181818年年年年））））によるによるによるによる地方一般財源地方一般財源地方一般財源地方一般財源のののの巨額巨額巨額巨額のののの削減削減削減削減
削減削減削減削減 ～～～～地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税 5.15.15.15.1兆円兆円兆円兆円、、、、国補助金国補助金国補助金国補助金4.74.74.74.7兆円兆円兆円兆円
増加増加増加増加 ～～～～税源移譲税源移譲税源移譲税源移譲 3333兆円兆円兆円兆円

■■■■交付税交付税交付税交付税のののの交付団体交付団体交付団体交付団体はははは一般財源一般財源一般財源一般財源がががが激減激減激減激減しししし不交付団体不交付団体不交付団体不交付団体とのとのとのとの格差格差格差格差がががが拡大拡大拡大拡大

不交付団体不交付団体不交付団体不交付団体 （改革前） 交付団体交付団体交付団体交付団体 （改革後）

税税税税
収収収収
等等等等

地地地地
方方方方
交交交交
付付付付
税税税税

地地地地
方方方方
交交交交
付付付付
税税税税

税税税税
収収収収
等等等等

格差拡大

削減

東京都東京都東京都東京都

地方財源地方財源地方財源地方財源
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税収と交付税はトレードオフ
地方財源地方財源地方財源地方財源

■■■■ 基準財政需要額基準財政需要額基準財政需要額基準財政需要額がががが同額同額同額同額のののの自治体自治体自治体自治体でもでもでもでも，，，，税収規模税収規模税収規模税収規模によりによりによりにより国国国国からもらうからもらうからもらうからもらう交付税交付税交付税交付税のののの額額額額はははは変動変動変動変動
■■■■ 税収税収税収税収のののの７５７５７５７５％％％％はははは、、、、交付税交付税交付税交付税ととととトレードオフトレードオフトレードオフトレードオフのののの関係関係関係関係

(資料：総務省）

交付税交付税交付税交付税のののの差差差差
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財政の見通し(年度毎の財源不足額)

中期的な財政見通し
○考え方
　平成２１年度一般会計当初予算をもとに、現在の財政状況や地方財政制度を前提に推計。
○前提条件
　試算１：財務省試算の名目経済成長率が概ね２％下ぶれすると仮定
　試算２：名目経済成長率は試算１と同様とし、地方一般財源総額が毎年０．８％逓減すると仮定
　　（財務省の名目経済成長率　H22年度1.1%　H23年度2.1%　H24年度2.2%　H25年度2.3%）

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

試算１ 0 ▲ 5 260 278 334

試算２ 0 39 353 408 505

▲ 100
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億円億円億円億円

財政再生団体転落財政再生団体転落財政再生団体転落財政再生団体転落ラインラインラインライン
約約約約２３０２３０２３０２３０億円億円億円億円

財政再生団体転落財政再生団体転落財政再生団体転落財政再生団体転落ラインラインラインライン
約約約約２３０２３０２３０２３０億円億円億円億円

財政見通財政見通財政見通財政見通しししし
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地方財政の将来推計 迫る破綻

（資料：全国知事会）

財政見通財政見通財政見通財政見通しししし
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これまでの行財政改革の取組

『新しい県政創造運動』 《平成９年度～平成１７年度》『新しい県政創造運動』 《平成９年度～平成１７年度》

『行政改革プログラム』
《平成１８年度～平成２１年度》

『行政改革プログラム』
《平成１８年度～平成２１年度》

第２次行政改革推進計画
《平成１４年４月～平成１８年３月》

第２次行政改革推進計画
《平成１４年４月～平成１８年３月》

職員給与職員給与職員給与職員給与のののの削減削減削減削減職員給与職員給与職員給与職員給与のののの削減削減削減削減

定員適正化計画定員適正化計画定員適正化計画定員適正化計画 《平成１１年度～平成１７年度》定員適正化計画定員適正化計画定員適正化計画定員適正化計画 《平成１１年度～平成１７年度》

新新新新・・・・財政再建推進財政再建推進財政再建推進財政再建推進プログラムプログラムプログラムプログラム
《平成１８年度～平成２１年度》

新新新新・・・・財政再建推進財政再建推進財政再建推進財政再建推進プログラムプログラムプログラムプログラム
《平成１８年度～平成２１年度》

定員管理計画定員管理計画定員管理計画定員管理計画
《平成１８年度～平成２２年度》

定員管理計画定員管理計画定員管理計画定員管理計画
《平成１８年度～平成２２年度》

財財財財
政政政政
危危危危
機機機機
宣宣宣宣
言言言言

財財財財
政政政政
危危危危
機機機機
宣宣宣宣
言言言言

第１次行政改革推進計画
《平成１０年１２月～平成１４年３月》

第１次行政改革推進計画
《平成１０年１２月～平成１４年３月》

『特別改革』

給与構造改革給与構造改革給与構造改革給与構造改革給与構造改革給与構造改革給与構造改革給与構造改革

改革項目の１つ

H11                      H14                  H17     H18       H19                             H21 

平成22年度から後継計画ｽﾀｰﾄ

財政再建推進財政再建推進財政再建推進財政再建推進プログラムプログラムプログラムプログラム
《平成１４年度～平成１７年度》

財政再建推進財政再建推進財政再建推進財政再建推進プログラムプログラムプログラムプログラム
《平成１４年度～平成１７年度》

財政再建財政再建財政再建財政再建
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歳出削減の成果 1,500億円

○○○○平成平成平成平成11111111～～～～17171717年度実績年度実績年度実績年度実績（（（（一般財源一般財源一般財源一般財源ベースベースベースベース））））

■定員適正化計画
・・・・知事部局知事部局知事部局知事部局でででで４７８４７８４７８４７８人人人人（（（（８８８８....４４４４％）％）％）％）削減削減削減削減

■歳出構造改革等（H11～13年度）５１５億円
・・・・事務事業見直事務事業見直事務事業見直事務事業見直しししし １９９１９９１９９１９９億円億円億円億円
・・・・人件費削減人件費削減人件費削減人件費削減 １４２１４２１４２１４２億円億円億円億円
・・・・投資的経費抑制投資的経費抑制投資的経費抑制投資的経費抑制 １３２１３２１３２１３２億円億円億円億円
・・・・歳入歳入歳入歳入のののの確保確保確保確保 ４２４２４２４２億円億円億円億円

■財政再建推進プログラム（H14～17年度）９８８億円
・・・・事務事業見直事務事業見直事務事業見直事務事業見直しししし ５４０５４０５４０５４０億円億円億円億円

・・・・人件費人件費人件費人件費、、、、管理費抑制管理費抑制管理費抑制管理費抑制 １１４１１４１１４１１４億円億円億円億円
・・・・歳入歳入歳入歳入のののの確保確保確保確保 １４５１４５１４５１４５億円億円億円億円
・・・・財政健全化債発行財政健全化債発行財政健全化債発行財政健全化債発行 １８９１８９１８９１８９億円億円億円億円

財政再建財政再建財政再建財政再建
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取り組み中の歳出削減 3,000億円

■定員管理計画
・・・・知事部局職員知事部局職員知事部局職員知事部局職員、、、、教職員等教職員等教職員等教職員等でででで1,425人程度人程度人程度人程度をををを純削減純削減純削減純削減

■事業総点検
・・・・平成平成平成平成18181818年度年度年度年度にににに3,0763,0763,0763,076事業事業事業事業をををを自己点検自己点検自己点検自己点検 →→→→ 2,3912,3912,3912,391事業事業事業事業をををを見直見直見直見直しししし

廃止廃止廃止廃止 7.1%7.1%7.1%7.1% 統合統合統合統合////縮小縮小縮小縮小 56.2%56.2%56.2%56.2% 現状維持現状維持現状維持現状維持 30.7%30.7%30.7%30.7% 拡充拡充拡充拡充 6.6%6.6%6.6%6.6%
・・・・外部委員外部委員外部委員外部委員をををを含含含含めためためためたプロジェクトチームプロジェクトチームプロジェクトチームプロジェクトチームによるによるによるによる点検作業点検作業点検作業点検作業

■事業棚卸し
・・・・平成平成平成平成20202020年度年度年度年度にににに事務事業事務事業事務事業事務事業のののの休廃止休廃止休廃止休廃止をををを前提前提前提前提としたとしたとしたとした事業棚卸事業棚卸事業棚卸事業棚卸しししし

■新・財政再建推進プログラム 約3,000億円
（H18～20年度実績、H21年度予定）

・・・・歳入確保歳入確保歳入確保歳入確保1,2691,2691,2691,269億円億円億円億円（（（（県債活用県債活用県債活用県債活用749749749749億円億円億円億円、、、、基金取崩基金取崩基金取崩基金取崩358358358358億円億円億円億円 等等等等））））
・・・・歳出抑制歳出抑制歳出抑制歳出抑制1,6991,6991,6991,699億円億円億円億円（（（（事業見直事業見直事業見直事業見直しししし627627627627億円億円億円億円、、、、人件費抑制人件費抑制人件費抑制人件費抑制366366366366億円億円億円億円 等等等等））））

財政再建財政再建財政再建財政再建
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職員数の推移

知事部局知事部局知事部局知事部局 教育委員会教育委員会教育委員会教育委員会 警察警察警察警察

財政再建財政再建財政再建財政再建
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20

道州制を目指して

●中央集権型国家から分権型国家へ
国は、外交や通貨、国防など国でなければできない仕事に専念。
地域に密着した仕事のほとんどは地方が担う。

●都道府県は廃止
福祉やまちづくりなどの大半は市町村へ。
住民に最も近いところで企画立案から
サービスの実施までを実現。

●新設される道州
道路、河川、港湾など社会資本整備や
産業振興など、広域的な仕事を担う。

（資料：県政だよりH21.2月号）

道州制道州制道州制道州制
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